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戦略の実行と管理会計

挽　　文　子

1　はじめに

　企業環境およぴ企業の戦略が大きく変化したことから，従来の管理会計シ

ステムの設計と運用の見直しが強く叫ぱれている［Jonson　and　Kaplan，

1987；Hiromoto，1990．1991；廣本，1986．1989］．例えばAnthonyは，管理

会計システムについて考える場合には，企業環境の相違を明確に考慮すべき

であるとして，次のように述べている1〕．

　「1965年の薯書でも，私は，マネジメント・コントローノレについての理論

　化にあたって，組織の環境の相違を考慮すべきであるということに触れた．

　しかし，そこではその問題にわずかに触れたに過ぎなかった．この改訂版

　では，その重要性を強調している．」

　Anthonyは，このように環境の相違を明確に考慮することの必要性を強調

し，彼が一般的と考える環境のもとでのマネジメント・コントローノレに関し

てその著書の第4章で，マネジメント・コントロールの変更をもたらす諸要

素2〕およびかかる諸要素のマネジメント・コントローノレに対するインプリケ

ーシ目ンを第7章で論じている．

　筆者の基本的目的も，企業環境の変化およぴ企業の戦略の変化に照応し，

その二一ズに合致した管理会計システムの設計と運用を考察することにある．

そこで本稿では，企業環境の変化として，低成長経済，企業間競争の激化，

既存の事業の成長率の鈍化および設備投資の巨額化などを取り上げ，それら

が企業の戦略ならぴに管理会計システムの設計と運用にどのような影響を与
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図1売上高営業利益率の推移

（115〕

18之
　　　　　ナ
17％

16ネ

峨　　　㌔
一〃　　　　　　　　・
　　　　　　　　大
13ネ

1・1ノ㌣　矢、メ
ー〃　　　　　　　　大，戸．十、

峨　　　　　　　　￥　　．　　　夫
銚　　　　　　　　　　　　　．十｛大　　1　　　　　　　　才Ψ太ヰ．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斗．　　　　　、十．

・1　　　　ギ　。㌔ナ・H1＋
7ネ

6ネ　　　　　　　　　　　　　斗ノ
眺

　i947年　　一952年　　1957年　　1962年　　1967年　　1972年　　1977年

　　　　　　（出所：＾㎜山al　R叩ort各年版より嚢者が作成．）

えたのかを，GEとNECの事例に基づいて検討する．

　事業部制を導入した当時とは企業環境が大きく変化したことから，両杜と

もに従来の戦略およぴ管理会計システムの見直しを行ってきたこと，その際，

新たな企業の戦略の実行を動機づけるシステム設計とその運用が重視されて

いたことを主張することが本稿の目的である．

　　　　　　　　　　　　　　2　GEの事例

　泰業部制導入後1950年代・GEの収益性は安定し，着実に成長を遂げた．

とはいえ，その成長性は低かったので，企業の成長を積極的に図るには成長

性の高い事業の育成が不可欠であった．そこで1960年代に，GEは，コンピ

ュータ，原子力，民間用ジェット・エンジン事業に多額の資金を投下し，か

かる事業の強化・育成により成長を遂げようとした．同杜でこのようにまだ

利益創出力のない赤字事業に積極的に資金を投下し続けた例は数少ない3｝．

　ところが，それらの事業は当初の予測通りには利益があがらず，1960年代

後半からGEはr利益なき成長」と呼ぱれる状況に直面した4〕．

　また，3大事業に多額の投資を行ってきたため，利益なき成長と同時に資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　827



（116）　　　一橋論叢第110巻第5号平成5年（1993年）11月号

　　　　　　　　　図2違結べ一スの支払利息の推移
（単位：1億ドル）
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金不足にGEは直面した．そうした状況のもとで企業成長を遂げるために，

GEは新たな戦略を展開する必要性を痛感したのである．

　かつて1942年から1945年にかけて，GEは，製品数の急増により，売上高

が増大している割には利益が伸ぴず，むしろ利益が減少するという状況に直

面した．そうした状況に対処するため，製品別の利益管理を強化する目的で

事業部制組織を導入し，事業部の業績を測定し，コントローノレするシステム

を設計した5〕．

　当時米国経済は高度成長期に・あり，市場が拡大していく中で全杜的資本コ

ストを上回る限りすべての事業を成長・拡犬すれぱ，企業は成長を遂げるこ

とができた．そのため，管理著の業績測定目的の観点から，事業を成長・拡

大させる意思決定を行うよう事業都長を動機づけることを企図して，GEで

は事業部の業績測定尺度としてRI（residua1income）が採用された。

　　ところが，今回の利益なき成長のもとでは・従来通りの事業部のコントロ

　ールで問題を解決することは困難であった．なぜならぱ・GEは・利益なき

成長と同時に資金不足という問題を抱えていたからである．資金不足の状況

　のもとで支払利息が事業を行うための重要なコストとなった。
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　図2に示されているように，連結べ一スの支払利息を見てみると，1960年

代後半から鰻登りの状態となっている．そこで，GEは，1967年に杜内金利

制度を導入した．以後運転資本と固定資産への投資を事業部の自已資金，す

なわち留保利益と減価償却費でまかなえない場合のみ，その差額分に対して

支払利息が課されるようになったのである．また，逆に余剰資金がある場合

には，本杜から受取利息を得ることができた．

　しかしながら，事態は好転せず，そのような問題状況から脱するためには，

もっと強力な仕組みが必要とされた．そのため1970年以降，既存の事業部

制組織を活かしてSBU管理が導入された．

　（投資優先スクリーン）

　本杜によってSBUが指定され，本杜がSBUを競争力の強さと産業の魅

力度に基づいて投資優先ポートフォリオ上に位置づける（SCreening）ように

なった．そこでは，SBUがBuild事業，Hold事業，Harvest事業に明確に

区分され，企業の成長のためにS倉Uが果たすべき戦略が本杜によって規定

された．すなわち，Build事業は成長を求めてさらに投資を拡大することが

望ましい事業（例えぱ，原子力事業と商業用ジェヅト・エンジン事業），

Hold事業は投資の拡夫よりも事業内の高収益領域を慎重に選択し，そこへ

重点的に力を注ぐような戦略が望ましい事業（例えぱ，家庭用品事業），Har－

VeSt事業はもはやこれ以上成長およぴ収益性向上の見込みはなく，そこから

撤退のタイミングを図ることが必要な事業（例えぱ，コンビュータ事業，テ

レビ放送設備事業）である．

　GEのSBU管理の．もとでは，資金不足という問題への対処として，Har－

vest事業をできるだけ効果的に売却し，そこからの資金をBuild事業に集中

させることが重視された．他方，利益なき成長への対処としては，HameSt

事業とHold事業から利益を稔出させることが重視された．

　なお，SBUの指定と3つの事業区分は永久的なものではなく，毎年本杜に

よる見直しが行われた．

　（業績測定尺度）
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（118）　　　　一橋論叢　第110巻　第5号　平成5年（1993年）11月号

　管理者の業績測定は，予算と実績との比較に基づいて行われた．そこでは，

従来のようにすべての管理者を彼の事業の成長・拡大に向けて動機づけるた

めの単一の収益性尺度（RI）ではなく，前述の事業区分に応じて複数の尺度

が利用された．つまり，本杜によって規定された戦略の実行に向けて管理者

を動機づけるために業績測定尺度が差別的に適用されるようになったのであ

る．例えぱ，今日の利益をあけ’ることを期待されているHamest事業およ

ぴHo1d事業の管理老の業績測定尺度としては，純利益，ROI，キャッシュ・

フローが重視された．それに対し，成長を期待されているBuild事業の管理

者の業績測定では，市場シェア，製品イノベーションなどが重視された一

　ここで注意すべきは，単一の収益性尺度ではなく，複数の尺度が差別的に

利用されるようになったことである．その中には，ROIが含まれている．以

前は，成長・拡大に対する事業部長のインセンティブをそぐという理由から，

GEのシステム設計老は，ROIを好ましくないと考えていた．しかし，Hold

事業の管理老をして資本の利用を制約し，最も利益のあがる代替案のみに投

資を行わしめるよう動機づけるためには，それは好ましい尺度である．そこ

でROIが利用されるようになったものと思われる．

　（杜内金利の計算法の変更）

　Build事業の業績測定を考えた場合，事業自体の業績測定では利益額が重

視されるが，他方，管理老の業績測定では前述のように利益額は重視されて

いない．しかし，そうであるからといって利益の計算法がBui1d事業の管理

老の行動に影響を与えないとは限らない．

　ところが，GEの杜内金利の計算法は，支払・受取利息の計算によって・

Build事業の利益をより少なく，Harvest事業の利益をより多く見せるもの

であった．つまり，Bui1d事業の管理老の投資意欲をそぐものであったので

ある．そこで，企業の戦略に合致するように，1978年以後，過去の平均運転

資本に基づいて事業部ごとに標準運転資本を確定し，当該標準との比較によ

って，支払・受取利息を計算するようになった．
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図3　売上高営業利益率の推移
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　かくして，企業の戦略の変更に伴い，新たな戦略の実行を動機づけること

を企図して管理会計システムが変更された．その結果，GEは，多数の不採

算事業から撤退し，他方，Build事業に対しては継続して投資を行うことが

できた．1974年，米国経済は石油危機によって1930年代の不況期以来の大

不況に見舞われ，以後低成長時代に突入したが，GEの財務業績は順調に推

移している．

3　NECの事例

　NECでは，半導体事業への先行投資，ならびに電電公杜を含む官公庁向

け事業売上高の全杜的売上高に占める割合の低下によって，昭和48年頃か

ら収益性が低下した．顧客の変化に伴う収益性の低下が，図3および図4に

示されている．電電公杜向け事業の売上高は，昭和48年を初年度とする電

電公杜の第5次5力年計画の終了に伴って，今後さらに減少することが予想

された6〕．昭和28年から始まる電電公杜の長期5力年計画の展開と共に長

年成長を遂げてきたNECは，このことを危倶していた．

　他方，まだ歴史の浅いコンビュータ事業は，半導体事業におけるLSIから
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｛120）　　　　一橋論叢　第110巻　第5号　平成5年（1993年）11月号

　　　　　　　　図4　　顧客別売上高の捷移
（単位：1兆円）
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52年

超LSIとつながる技術革新を介レ，通信機事業におけるデジタノレ化などの技

術革新と結ぴつくことにより，将来，需要が膨大になることが予想された．

そこで経営者は，技術の趨勢を踏まえた上で新たに全杜的に望ましい事業構

造を確立しようと考えた．かかる経営者の方針はC＆Cという言葉で表現

され，杜内外に明確に伝えられ，その実現に向けて研究開発部門と販売部門

の組織変更が行われた．

　新しい戦略のもとで，図5に示されているように，コンピュータ事業が飛

躍的成長を遂げ，また電子デバイス事業も安定して成長した結果，売上高は

急増している．ところが，かかる事業は伝統的な電電公杜向け事業とは異な

り厳しい企業問競争を強いられるため，売上高利益率は低迷している．かく

して技術革新の進展により膨犬な事業機会に恵まれ，急激に売上高と製品数

が増大していく状況のもとで，昭和58年に関本杜長は，r利益にかかわるあ

らゆる指標を倍に」するキャンペーン「チャレンジ200」を開始した．そして
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図5　　事業別売上高の推移
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収益性を高めるような事業展開を図るよう事業都長を動機づけるために

SBU管理が導入された．

　（事業ポートフォリオ）

　NECにおけるSBU管理の発想の原点は，C＆Cという明確な方針のもと

で事業部長の目を急速に変化する市場と事業部の事業構造に向けさせること

によって，事業部レベノレで収益力を高めるような事業展開を図らせることに

あった．そのために，GEの場合とは異なり，SBUの設定ならびにSBUの

ポートフォリオ上への位置づけは，事業部によって行われた．

　SBUをポートフォリオ上に位置づけるために，事業の業績測定から得ら

れる情報が利用された．NECでは，その揚合，GEのように産業の魅力度お

よぴ事業の競争力に関する多数の尺度ではなく，収益性（売上高利益率）と

成長性（過去数年間の売上高成長率の平均）という2つの尺度を利用してい

る．

　（業績測定尺度）
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（122）　　　　一橋論叢　第110巻　第5号　平成5年（1993年）l1月号

　事業部長の業績測定は，予算と実績との比較，前年度実績と当期実績との

比較，・収益性と成長性の評価，定性評価，マトリクス評価という形で行われ

た．その場合，収益性と成長性の評価が最も重視されている．収益性の尺度

が重視されたのは，前述したよっに，それを高めるような事業展開を図るよ

う事業部長を動機づける必要があったためである．

　事業部制導入後，民需向け売上高の拡大を企業目標としていたNECでは，

事業部長の業績測定に際しても，売上高を非常に重視していた7〕．しかし，

SBU管理のもとでそれが見直されたのである．

　（SBU別管理会計）

　システム設計者は，事業部の望ましい事業ポートフォリオを確立するよう

事業部長を動機づけるために，SBU別に長期計画および予算を作成させる

ようになった．また，SBU別に実績情報を事業部長に提供するようになっ

た．

　さらに，事業部レベノレのSBU管理を促進するよう事業部長を動機づける

ために，彼に長期計画検討会議および予算会議で事業ポートフォリオを使用

するよう義務づけた．かかる会議には，トヅプ・マネジメント，事業部長，

本杜経理部長，本杜企画部長などが参加する．その場で，事業部長は事業部

の事業ポートフォリオに関して，現状と将来展開を報告する．かかる会議で

は，2～3日かけて全杜的な観点からトヅプ・マネジメントと活発な議論が交

わされた．

　ところで，NECではSBUのポートフォリオ上への位置づけに際して，前

述したように，収益性と成長性という2つの尺度を採用した．その理由は，

NECのシステム設計老が，事業ポートフォリ才の価値を次のように考えて

いたからであると思われる．すなわち，長期計画検討会議およぴ予算会議の

場での事業ポートフォリオの利用を通じて，事業部の目標を明確にし，収益

性と成長性を高めるような事業展開を図るよう事業部長を動機づけ，その結

果業績が改善される．このような考え方は，投資優先スクリーンで検討され

た結果のみを重視するGEのシステム設計老の考え方と対照的である．

834



戦略の実行と管理会計 （123）

　（損益計算書の形式の変更）

　かつて事業部売上高は，外部売上高に内部売上高を加えた金額から，内部

仕入高を控除して計算されていた．管理老の業績測定にも，この売上高が利

用されていた．しかし，SBU管理のもとで，損益計算書の形式に関連して2

つの変更が加えられた．

　収益性（売上高利益率）を重視するといっても，長年売上高の拡犬を企業

目標としてきたがゆえに，管理老はやはり売上高も気になってしまう．そこ

でまず第1に，売上高を出荷高という名称に変更して，できるだけ収益性に

管理老の目を向けさせるようにした．

　NECでは，事業部間取引を活発化することが強調されていた．そこで第

2に，出荷高の計算においては，内部仕入高を控除しないようにした．

　従前の損益計算書の形式　　　　　　　　新しい損益計算書の形式

　　事業部売上高　　　　　　　　　　　　事業部出荷高

　　　外部売上高　　　　××　　　　→　　　外部売上高　X×

　　　内部売上高　　　　×X　　　　　　　内部売上高　X　X　××X

　　　差引　内部仕入高　X×　X　X×

　（本杜費の配賦）

　NECでは，本杜費配賦システムが事業部長の行動に影響を与えるために

利用された．すなわち，事業部間取引を活発化するため，配賦基準として売

上高が採用されるようになった．

　従来，一般民需向け事業および海外事業の売上高の拡大を企業目標として

いたNECでは，売上高の拡大に向けての動機づけを低下させるという理由

から，配賦基準として売上高を利用することに批判的であった日〕．ところが，

SBU管理のもとでは，売上高の拡大よりも，むしろ収益性の向上が重要であ

る．そうした状況のもとで，買い手側の事業部長に対し事業部間取引を活発

化するよう動機づけを与えるために，本杜費の配賦基準として売上高が採用

された．なお，この場合の売上高は，前述の出荷高ではなく，外部売上高に

内部売上高を加えた金額から，内部仕入高を控除した金額である．
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　かくして，企業の戦略の変更に伴い，新たな戦略の実行を動機づけること

を企図して従来の管理会計システムが変更された．SBU管理とそれに伴う

管理会計システムの変更の効果に．ついて，昭和59年当時の本杜企画部企画

課長は，rまだ十分とはいえないまでも重点志向経営の意識（筆老注：すべて

の事業の成長・拡大ではなく，収益性と成長性の高い事業を重視した経営を

行うこと）が浸透しつつある．」酬と述べている．また，平成2年当時の本杜

経理部長は，当たり前のように事業部長が事業ポートフォリオを利用するよ

うになったことが嬉しいと述べていたm〕．

4戦略の実行と管理会計

　企業環境の変化は，企業の戦略ならびに両杜の事業部のコントロニノレ・シ

ステムの設計と運用にどのような影響を与えたのであろうか．ここでは，以

上の事例に基づいて，この問題を考えることにしたい．

　戦略とは，組織の諸目標を達成するために適切な活動を決定するためのガ

イドラインであり，それは，何を望んでいるか，どこへ行き着きたいかにつ

いてのビジョンであるかもしれないし，また，そのビジ目ンヘと導くであろ

う変化へのシナリオであるかもしれない1工｝．いま，戦略を「あるべき姿ない

しビジ目ン」とr活動のシナリオ」に分けて考えることにしよう．

　GEでは，主力事業の成長率がさほど高くないことから，企業の成長を求

めて多額の設備投資を新規事業に対して行った．ところが，かかる事業は計

画通りにはうまくいかず，その結果，利益なき成長と同時に資金不足に直面

することになった．そこでGEは，すべての事業を成長させることによって

企業の成長を遂げようという従来の戦略の変更を余儀なくされた．GEは，

企業の成長のために投資優先スクリーンを通じて自杜の事業を3つに区分し，

それらに対して別々の戦略の実行を求めるようになったのである．

　GEでは，SBUの指定から3つの事業区分までを本杜が行った．つまり，

SBUの活動のシナリオをあらかじめ本杜が規定した．したがって，システ
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表1

G　　　　　　E N　　　　　　E　　　　　C
企秦現境の変化 低成長儘済 低成長儘済

駿傭投資の巨頓化 主カ事集の成畏率の鈍化
↓ 顧客構遭の変化

利益なき成畏 企業間漉争の撒化
資金不足 設備投資の巨額化

ユ

収益性の低下
シナljオの簾定 本社 本社 事業都

‘　．　　‘　　■　1　1　’　■　■　‘　■　■　■　1　■　’　1　・　　・　‘ビジョンの察現と ・　■　　一　．　．　1　■　　一　1　　■　　■　1　■　■　一　■　■　■　■　1　■　一　■

管理会言十 長期ヨ十画検尉会謹，予算会畿
策定されたシナリオー　1　■　一　■　■　■　■　■　■　一　1　■　1　■　1　1　‘　’　’ 3つの事業区分・　・　．　‘　・　・　．　．　．　．　　■　　1　．　．　I　・　l　I　・　1　1　．　■

肇蒸郵輿聖且2蚤丑化．．．．．．．．．

シナリオの実行と 測定尺歴の差別的遭用 事業部損益計算曹の形武の変更 予算衝理

管理会計 本社費配賦墓準の変更

ム設計老はビジ目ンの実現を明示的にシステム設計の中で考慮する必要はな

く，本杜によって規定された「シナリオ」の実行を動機づけることに焦点を

当てたシステム設計を行えぱよかった．このように活動のシナリオとして，

3つの事業区分が採用されたことは注意を要する．というのも，その場合に

は，策定され牟シナリオの実行を動機づけるために，それぞれに適切なシス

テム設計と運用を考える必要があるからである．

　他方，NECでは，主力事業の成長率の鈍化に伴って顧客構造が変化し，収

益性が低下していた．企業間競争が激しく，収益性を重視すべき事業が急速

に拡大したことから，それが深刻な問題となった．そこでNECは売上高の

拡犬を通じて企業の成長を遂げようという従来の戦略の変更を余儀なくされ

た．NECは，新たに収益性の高い事業ポートフォリオを確立することを求

めるようになったのである．

　NECでは，経営老によってC＆Cというrビジ冒ン」は示されていたが，

そのビジ目ンを実現するための「シナリオ」の策定は事業部長に委ねられて

いた．そこで事業部長自身にrビジ目ン」に合致した事業部のr事業ポート

フォリオ」という「シナリオ」を策定させ，かつその戦略を実行するよう動

機づけることに焦点を当てたシステムが設計された．

　以上の関係を要約すると，表1の通りである．
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5　むすぴ

　本稿では，GEとNECの事例研究に基づき，事業部のコントローノレ・シス

テムに焦点を当てて，企業環境の変化に適応するための新たな戦略の実行を

動機づけるシステムについて検討してきた．

　戦略と管理会計なかでも事業部制会計について考えた場合，アプローチ自

体は伝統的な事業部制会計と変わらない．すなわち，「財務コントローノレに

対し責任を負う人々は，その方法およぴ測定が選択された目標と矛盾してい

ないことを油断なく見張り，事業がそのコースからはずれないように警戒し

なけれぱならない．事業部制において最も重要なのは，事業部長に対する健

全な動機づけである．」一2〕．かくして，事業部のコントローノレ・システムの設

計と運用にあたっては，影響アブ回一チが適切である．

　しかし，このことは現代の環境下でも従来の管理会計システムの設計ない

し運用を見直す必要がないということを意味するのでは決してない．むしろ，

影響アプローチをとるからこそ，戦略の実行を動機づけるために管理会計シ

ステムが変更される．例えぱ，管理会計論の通説では事業部長の業績測定目

的の観点から好ましいとされてきたRIの考え方に対して，Anthonyは次の

ように疑問を呈している13，．

　「マネジメント・コントロール意思決定は，戦略計画によって設定された

　ガイドラインに沿って行われる．そのようなガイドラインがなけれぱ，事

　業部長は彼の事業部の業績を向上させるであろうあらゆる投資機会を承認

　したいと思うかもしれない．しかしながら，上級管理老はその事業部の規

　模の縮小を伴う戦略を策定しているかもしれない．あるいは，利益をあげ

　る機会が一層大きな他の事業部で利用可能な資金を利用する方を望んでい

　るかもしれない．マネジメント・コントローノレ・プロセスは，『利益が資

　本コストを上回るであろうあらゆる投資提案を認める』といった一般的な

　ノレーノレ（筆老注：RIノレーノレ）をあてにしない．そのかわり，投資が始めら

　れるべき特定の環境についてのガイダンスを提供する．」
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　つまり，事業部長の業湊測定の観点からも，必ずしもRIが好ましいとは

限らないのである．このことに注意すべきで亭る．さらにAnthonyは，

GuptaとGovindarajanの研究［1984．1985コに基づき，Build，Hold，Har－

VeStによって，投資の意思決定のコントローノレ，業績測定，管理老のタイプ

といったマネジメント・コントローノレが異なると指摘した上で，第4章で述

べた一般的な状況のもとでのマネジメント・コントローノレは，実はHoldに

対するマネジメント・コントローノレであったと述べているM〕．要するに，従

来の管理会計論では，Build事業を意識的に育成するため，あるいはHar．

VeSt事業を管理するために琴切なシステムについて，必ずしも十分に議論さ

れてきたわけではなかった．

　戦略の実行を動機づける管理会計システムの変更には，実際には本稿で検

討したように様々なバリエーシ目ンがある．しかし，いずれにしても戦略の

変化に伴って管理会計システムの変更が行われたという事実を見逃してはな

らなし・．

　さらに，策定されたシナリオの実行を動機づけるために管理会計システム

が変更されたのみならず，ビジ目ンの実現と管理会計（表1参照）で見たよ

うに，むしろ戦略をリードする形で管理会計システムが使われていたことに

も注意すべきである．

　もっとも，システム設計老が事業部長を戦略の実行に向けて動機づけるこ

とに焦点を当ててシステム設計を行っているとしても，果たして事業部長の

側にその意図が上手く伝わり，具体的に行動をおこさせることができたかど

うか，事業部長がどのように管理会計システムの変更を意識したかについて

は問題が残されている1この問題ならびにHamest事業およぴBuild事業

に適切な管理会計システムについての検討は，今後の課題としたい．

　（筆老記）本稿の草稿段階で尾畑裕助教授，廣本敏郎教授より有益なコメン

トを戴いた．また産研ワークシ目ヅプの席上で伊丹敬之教授，野中郁次郎教

授，米倉誠一郎助教授からも貴重な御意見を戴いた．記して謝意を表したい．
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1）　Anthony，1989，p，vii．

2）　そこではマネジメント・コントロールの変更をもたらす諸要素として，外

　部環境，内部環境，およぴ産業特性の3つが挙げられている。そのうちの内

　部環境要素の1つに戦略が含まれている．

3）民問用ジェヅト・エンジン事業に対して7億ドル，原子力事業に対して3

　億ドルを越す投資が行われた．

4）例えぱ，コンピュータ事業は1970年までの14年間で4億ドノレの損失を計

　上したと言われている．

5）GEにおける事業部制導入の背景，組織，管理会計システムの詳細につい

　ては拙稿［1992．1993］を参照されたい．

6）第5次5ヵ年計画によって積滞解消と全国自動即時化という2大目標達成

　が見込まれており，続く第6次計画（昭和53年から昭和57年）は，拡充改

　良を主目標としていた．

7）NECにおける事業部制導入の背景，組織，管理会計システムの詳細につい

　ては拙稿［1993］を参照されたい．

8）中山，1968，p．22．ちなみに，Solomons［1965］も同様の理由で本杜費配

　賦基準としての売上高の使用を批判している．

9）　山形，1984．p．128．

10）1990年12月13日NEC本杜での安倍彰一氏に対するインタピュー．

11）Anthony，op．cit．，p．1O．伊丹，1984，pp．29－30．

12）　Solomons，1965，p．286．

13）　Anthony，op．cit．，p．35－

14）Ibid・，Pp・151’152一
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